
第１　令和４年度東郷町当初予算の概要

　　　会計別当初予算の規模
（単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率

13,278,000 13,149,662 128,338 1.0

国民健康保険 3,378,616 3,308,610 70,006 2.1

国民健康保険東郷診療所 131,757 123,398 8,359 6.8

後期高齢者医療 646,581 616,840 29,741 4.8

介護保険 2,649,447 2,636,167 13,280 0.5

小　　計 6,806,401 6,685,015 121,386 1.8

企 業
会 計

下水道事業 1,239,037 1,244,659 ▲ 5,622 ▲ 0.5

21,323,438 21,079,336 244,102 1.2

※　▲は、減を示しています。

合　　計

一　　般　　会　　計

会計名

特 別
会 計

一般会計の予算規模は132億7,800万円となり、令和３年度当初予算に比べて約１億

2,800万円の増額となりました。

令和４年４月に町長選挙が実施される予定であることから、令和４年度当初予算につ

いては、経常的な経費や義務的経費、継続事業に係る経費を中心とする、いわゆる「骨

格予算」として編成しました。

令和３年度からスタートした第６次東郷町総合計画に掲げる将来都市像「人・まち・

みどり ずっと暮らしたい とうごう」の実現に向け、引き続き「子育て世代に優し

く」、「高齢者に優しく」、「暮らしに優しく」の３つの想いをベースに、私立認定こ

ども園の整備、デマンドタクシーによる交通手段の充実、通学路の安全性の高めるため

の道路整備などの事業を推し進め、本町がより一層魅力的なまちとなるような予算編成

となっています。

なお、政策的な事業は町長選挙後に予算化されます。第６次東郷町総合計画の達成に

向け、より一層充実した行政サービスを提供できる、持続可能な行政運営を実現しま

す。
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第２　令和４年度東郷町一般会計当初予算の概要

　１　歳入の状況

（単位：千円、％）

金額 構成比 金額 構成比

1 町税 7,018,406 52.9 6,292,705 47.9 725,701 11.5

2 地方譲与税 100,400 0.8 90,519 0.7 9,881 10.9

3 利子割交付金 3,000 0.0 5,000 0.0 ▲ 2,000 ▲ 40.0

4 配当割交付金 37,000 0.3 37,000 0.3 0 0.0

5 株式等譲渡所得割交付金 30,000 0.2 30,000 0.2 0 0.0

6 法人事業税交付金 55,000 0.4 29,000 0.2 26,000 89.7

7 地方消費税交付金 914,000 6.9 869,000 6.6 45,000 5.2

8 ゴルフ場利用税交付金 14,037 0.1 12,000 0.1 2,037 17.0

9 環境性能割交付金 31,500 0.2 30,000 0.2 1,500 5.0

10 地方特例交付金 68,740 0.5 84,467 0.6 ▲ 15,727 ▲ 18.6

11 地方交付税 858,430 6.5 732,000 5.6 126,430 17.3

12 交通安全対策特別交付金 5,969 0.0 5,631 0.1 338 6.0

13 分担金及び負担金 20,027 0.1 5,612 0.0 14,415 256.9

14 使用料及び手数料 192,760 1.5 183,732 1.4 9,028 4.9

15 国庫支出金 1,602,737 12.1 1,610,342 12.2 ▲ 7,605 ▲ 0.5

16 県支出金 998,860 7.5 927,911 7.1 70,949 7.6

17 財産収入 3,663 0.0 3,017 0.0 646 21.4

18 寄附金 101,002 0.8 101,002 0.8 0 0.0

19 繰入金 2 0.0 594,144 4.5 ▲ 594,142 ▲ 100.0

20 繰越金 30,053 0.2 31,689 0.2 ▲ 1,636 ▲ 5.2

21 諸収入 396,214 3.0 402,691 3.1 ▲ 6,477 ▲ 1.6

22 町債 796,200 6.0 1,072,200 8.2 ▲ 276,000 ▲ 25.7

13,278,000 100.0 13,149,662 100.0 128,338 1.0

内 自主財源 7,762,127 58.5 7,614,592 57.9 147,535 1.9

訳 依存財源 5,515,873 41.5 5,535,070 42.1 ▲ 19,197 ▲ 0.3

※１　▲は、減を示しています。

※２　款の番号が網掛けとなっているものは、自主財源を示しています。

　 自主財源・・・町が自主的に収入することができる財源

　 依存財源・・・国・県から交付される財源

増減率科目（款）

合　　　計

令和４年度 令和３年度
比較増減
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町債

地方交付税

地方譲与税

計

社会資本整備総合交付金

橋りょう

耐震

消防

計

○増減額の主な理由

・町税

個人町民税の令和３年度決算見込み額及びららぽーと愛知東郷の開業に伴う固定資産税

等の増額見込みにより、725,701千円の増額

・法人事業税交付金

令和３年度の交付見込額を考慮し、26,000千円の増額

・地方消費税交付金
令和３年度の交付見込額を考慮し、45,000千円の増額

・地方特例交付金
減収補填特例交付金15,727千円の減額

・地方交付税
社会保障関係費の増加等に伴う普通交付税126,430千円の増額

・県支出金
参議院議員通常選挙委託金17,121千円の皆増、愛知県知事選挙委託金15,396千円の皆

増、障がい者自立支援給付費等県費負担金13,218千円の増額、障がい児支援事業費県費負
担金10,586千円の増額、地域子ども子育て支援事業費補助金11,785千円の増額

・繰入金
財政調整基金繰入金590,661千円の減額

・町債
臨時財政対策債202,000千円の減額、公共事業等債145,300千円の減額

自主財源
58.5%

依存財源
41.5%

町税

52.9％

諸収入
3.0%

その他
2.6%

国庫支出金
12.1%

その他交付金
8.6%

県支出金
7.5%

町債
6.0%

地方交付税
6.5%

地方譲与税
0.8%

歳入予算額構成比

予算額

132億7800万円
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　２　町税の内訳

（単位：千円、％）

金額 構成比 金額 構成比

個人分 2,868,445 40.9 2,573,922 40.9 294,523 11.4

法人分 285,342 4.1 276,759 4.4 8,583 3.1

小　計 3,153,787 44.9 2,850,681 45.3 303,106 10.6

3,021,700 43.1 2,659,475 42.3 362,225 13.6

94,355 1.3 96,070 1.5 ▲ 1,715 ▲ 1.8

269,200 3.8 259,359 4.1 9,841 3.8

479,364 6.8 427,120 6.8 52,244 12.2

7,018,406 100.0 6,292,705 100.0 725,701 11.5

※　▲は、減を示しています。

増減率

町
民
税

固定資産税

軽自動車税

町たばこ税

都市計画税

合　　計

科　　目
令和４年度 令和３年度

比較増減

2,817 2,840 2,868 2,934
2,574

2,868

251 270 341 265

277
285

2,480 2,457
2,555 2,646

2,659

3,022

74 82
86 92

97

94

234 222
223 241

259

269

410 405
423 431

427

479
6,266 6,278

6,497 6,610
6,293

7,018

0

800

1,600

2,400

3,200

4,000

4,800

5,600

6,400

7,200

H29 H30 R1 R2 R3 R4

町税予算の推移（単位：百万円）

個人分 法人分 固定資産税 軽自動車税 町たばこ税 都市計画税 合計
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○増額の主な理由

・個人町民税
令和３年度決算見込み額を考慮し、294,523千円増額

・固定資産税
ららぽーと愛知東郷の開業に伴う令和３年度分及び令和４年度分の課税を見込

み、家屋分を271,765千円増額

・都市計画税

ららぽーと愛知東郷の開業に伴う令和３年度分及び令和４年度分の課税を見込
み、家屋分を52,904千円増額

個人町民税
40.9%

法人町民税
4.1%

固定資産税
43.1%

軽自動車税
1.3%

町たばこ税
3.8%

都市計画税
6.8%

町税内訳構成比

合計額

70億1840万6千円
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　３　歳出の状況

　　⑴　目的別 （単位：千円、％）

金額 構成比 金額 構成比

1 議会費 137,488 1.1 138,038 1.1 ▲ 550 ▲ 0.4

2 総務費 2,020,531 15.2 1,885,863 14.3 134,668 7.1

3 民生費 5,651,651 42.6 5,488,499 41.8 163,152 3.0

4 衛生費 1,072,755 8.1 1,017,059 7.7 55,696 5.5

5 労働費 16,936 0.1 18,656 0.1 ▲ 1,720 ▲ 9.2

6 農林水産業費 71,894 0.6 72,443 0.6 ▲ 549 ▲ 0.8

7 商工費 118,779 0.9 118,442 0.9 337 0.3

8 土木費 1,055,291 7.9 1,383,872 10.5 ▲ 328,581 ▲ 23.7

9 消防費 655,657 4.9 595,732 4.5 59,925 10.1

10 教育費 1,559,065 11.7 1,546,238 11.8 12,827 0.8

11 災害復旧費 500 0.0 500 0.0 0 0.0

12 公債費 887,447 6.7 854,314 6.5 33,133 3.9

13 諸支出金 6 0.0 6 0.0 0 0.0

14 予備費 30,000 0.2 30,000 0.2 0 0.0

13,278,000 100.0 13,149,662 100.0 128,338 1.0

※　▲は、減を示しています。

増減率科目（款）

合　　　計

令和４年度 令和３年度
比較増減
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議会費

総務費

民生費

衛生費

商工費

土木費

消防費

教育費

公債費

その他

和合ケ丘・新池線

和合横断歩道橋

○増減額の主な理由

・総務費
固定資産評価関連業務委託料21,623千円の増額、巡回バス車両購入費21,395千円

の皆増、行政手続オンライン化対象システム構築委託料13,294千円の皆増、戸籍シ
ステム改修委託料12,474千円の皆増

・民生費
就労継続支援費を始めとした自立支援給付費52,628千円の増額、放課後等デイ

サービス事業費を始めとした障がい児支援費42,344千円の増額

・衛生費

日進美化センター解体費負担金14,615千円の皆増、子宮頸がんを始めとした予防
接種委託料10,292千円の増額、第３次環境基本計画策定委託料2,761千円の増額

・土木費
東郷中央土地区画整理事業助成金事業120,112千円の皆減

・消防費
和合分団詰所建替事業33,501千円の皆増、尾三消防組合負担金19,395千円の増額

・教育費
小学校昇降機改修工事費を始めとした工事請負費63,446千円の増額、小学校水泳

指導委託料14,286千円の皆増

議会費
1.1%

総務費
15.2%

民生費
42.6%

衛生費
8.1%

農林水産業費
0.6%

商工費
0.9%

土木費
7.9%

消防費
4.9%

教育費
11.7%

公債費
6.7%

その他
0.3%

歳出目的別構成比

予算額

132億7800万円
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　　⑵　性質別 （単位：千円、％）

金額 構成比 金額 構成比

義務的経費 6,675,353 50.3 6,459,728 49.1 215,625 3.3

人件費 2,877,132 21.7 2,789,954 21.2 87,178 3.1

扶助費 2,910,774 21.9 2,815,460 21.4 95,314 3.4

公債費 887,447 6.7 854,314 6.5 33,133 3.9

投資的経費 872,241 6.6 1,138,919 8.7 ▲ 266,678 ▲ 23.4

普通建設費 871,741 6.6 1,138,419 8.7 ▲ 266,678 ▲ 23.4

災害復旧費 500 0.0 500 0.0 0 0.0

その他の経費 5,730,406 43.1 5,551,015 42.2 179,391 3.2

物件費 2,759,668 20.8 2,543,348 19.3 216,320 8.5

維持補修費 17,782 0.1 14,150 0.1 3,632 25.7

補助費等 1,583,079 11.9 1,671,680 12.7 ▲ 88,601 ▲ 5.3

積立金 4,405 0.0 5 0.0 4,400 88,000.0

投資・出資・貸付金 214,151 1.6 216,146 1.6 ▲ 1,995 ▲ 0.9

繰出金 1,121,321 8.5 1,075,686 8.2 45,635 4.2

予備費 30,000 0.2 30,000 0.3 0 0.0

13,278,000 100.0 13,149,662 100.0 128,338 1.0

※　▲は、減を示しています。

性質名称
令和４年度 令和３年度

比較増減 増減率

合　　　計
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○増減額の主な理由

・扶助費
就労継続支援費を始めとした自立支援給付費52,628千円の増額、放課後等デイサービ

ス事業費を始めとした障がい児支援費42,344千円の増額

・普通建設費
東郷町土地区画整理事業助成金120,112千円の皆減

・物件費
固定資産評価関連業務委託料21,623千円の増額、小学校水泳指導委託料14,286千円の

皆増、都市計画図面作成委託料12,705千円の皆増、子宮頸がんを始めとした予防接種委
託料10,292千円の増額

・補助費等
下水道事業会計に対する負担金107,229千円の減額

・積立金
森林環境譲与税基金積立金4,400千円の皆増

・繰出金
国民健康保険特別会計に対する繰出金26,992千円の増額

予算額

132億7800万円
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　４　基金の状況

　　⑴　基金の年度末残高の推移 （単位：千円）

※　令和３年度は、見込みの数値です。

1,689

基　金 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

財政調整基金 1,092,519 1,188,254 1,130,176 1,092,199 1,333,845

その他基金 764,462 766,616 826,864 1,084,321 1,936,113

減債基金 310,149 310,272 464,353 464,817 727,154

公共施設整備基金 339,735 351,687 256,085 309,440 902,314

図書館整備基金 3,066 3,067 3,069 3,072 3,074

101,698

地域福祉基金 10,176 184 184 184 184

土地開発基金 101,336 101,406 101,517 101,638

森林環境譲与税基金 - - 1,656 5,170

合　　計 1,856,981 1,954,870 1,957,040 2,176,520 3,269,958

新型コロナウイルス
感染症対策基金

- - - 200,000 200,000

1,093 1,188 1,130 1,092
1,334

310
311 463 465

727353 255 309

902

115
105 106

310

307

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H29 H30 R1 R2 R3

基金の年度末残高の推移 （単位：百万円）

その他基金

（減債基金、

公共施設整備基金を除く。）
公共施設整備基金

減債基金

財政調整基金

340

1,857 1,955 1,957

2,177

3,270
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　５　町債（一般会計）の状況

　　⑴　令和４年度起債発行予定額一覧 （単位:千円）

　　⑵　町債残高（元金）の推移 （単位:百万円）

※　R3・R4は、見込みの数値です。

R4

6,253

4,223

10,476

6,345

4,190

R3

10,5359,583

R1

6,033

3,550

R2

6,212

3,770

9,9828,563

H29

5,889

2,674

8,610

2,851

8,910

H30

8,556

3,016

5,830

2,780

5,587

2,969

8,759

5,743

2,958

起　債

6,059

合　計

H26 H28

臨時財政対策債

学校教育施設等整備事業債 75,500

5,301

445,000

38,600

金　額

796,200

防災対策事業債

公共事業等債 10,400

社会福祉施設整備事業債 66,700その他起債

合　計

地方道路等整備事業債 160,000

8,259

臨時財政対策債

起　債

その他起債

H27H25

・臨時財政対策債については、発行額を445,000千円としたことで、前年度比202,000千円の大幅な減額
となりました。これにより、令和４年度残高は減少する見込みです。

・臨時財政対策債を除くその他起債については、近年のセントラル開発によるものに加え、（仮称）東郷
こども園の整備事業及びそれに付随して周辺道路の整備を行うことなどにより、残高が増加する見込み
です。

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

町債残高（元金）の推移 (単位：百万円)

その他起債

臨時財政対策債

8,25
8,556 8,759 8,610 8,563 8,910

9,583
9,982

10,535 10,476

2,958 2,969
3,016 2,780 2,674 2,851 3,550

3,770
4,190

4,223

5,301 5,587
5,743

5,830 5,889 6,059 6,033 6,212 6,345 6,253
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　６　社会保障財源化分の地方消費税の充当事業

○歳入
社会保障財源化分の地方消費税額
（地方消費税交付金の22分の12を社会保障財源化分として算出）

○歳出
（社会福祉） （単位：千円）

3 1 1

3 1 1

3 1 1

3 1 1

3 1 1

3 1 3

3 1 3

3 1 3

3 1 3

3 1 3

3 1 3

3 1 3

3 1 3

3 1 4

3 1 7

3 2 1

3 2 1

3 2 1

3 2 1

3 2 2

3 2 3

3 2 4

3 2 4

3 2 5

498,545千円 

款 項 目 事　業 予算額

財源内訳
特定財源

一般財源国　県
支出金

地方債 その他

一般財
源のう
ち地方
消費税

7,75534,527

1,473,082 330,853合　　計 3,672,319 2,058,959 66,700 73,578

27,277障がい者自立支援給付費事業 480,455 359,010

障がい者（児）支援サービス事業 6,328

障がい者扶助事業 48,488

地域生活支援事業

10,890

121,445

6,328

48,488

1,421

障がい者相談支援事業

42,713 13,387

44,532

後期高齢者福祉医療費給付事業 68,215

21,754 7,726

33,688

14,028 3,151

27,593 6,1971,733

249,410 56,017

2,450 61,942

子ども医療費事業 310,150 59,740 1,000

13,912

母子・父子家庭医療費事業 26,100 13,050 50 13,000 2,920

障がい者医療費事業 108,924

自立支援医療費事業 28,620 21,465 1,606

61,690 408,352 91,716

3,240 1,854 768 618

7,155

15,742

139

後期高齢者医療特別会計負担金事業 470,042

25,421 5,262 1,181

未熟児養育医療費事業

8,771 869

高齢者在宅支援サービス事業 15,800 58

1,775

2,750母子父子・遺児福祉支援事業 12,249

3,536

後期高齢者長寿健診等事業 30,683

7,902

12,249

高齢者生きがい対策事業

14,796 544 6,957

児童発達支援事業所運営事業 2,605 803

1,562子育て支援事業 22,297

1,802 405

障がい児支援事業 213,773 157,487 56,286 12,642

児童館運営事業 7,414 2,822 2,452 2,140 481

児童手当支給事業 132,229

44,227559,377 66,700 36,459

29,699692,228

3,242 2,261

824,457

196,914民間保育所運営支援事業 859,450

40,45211,193 2,643保育園運営事業 54,288

病児保育事業 5,503 508

9,086
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（社会保険） （単位：千円）

3 1 2

3 1 8

（保健衛生） （単位：千円）

4 1 2

4 1 2

4 1 3

　７　都市計画税の充当事業

8 4 1

8 4 2

8 4 7

8 4 3

8 5 1

12 1 1

12 1 2

　８　森林環境譲与税の充当事業

6 2 1 4,400 4,400

国　県
支出金

地方債 その他

林業一般管理事業
（森林環境譲与税基金積立金）

4,400

（単位：千円）

款 項 目 事　業 予算額

財源内訳 一般財
源のう
ち森林
環境譲
与税

特定財源

一般財源

57,629 51,140

540,189 479,364

1,5821,783

（単位：千円）

328,025 328,025

763

291,091

860

59,381

合　　計 610,937 0 70,400 348

建設事業分公債費元金事業

建設事業分公債費利子事業 1,783

63,000 84,953

57,629

開発推進事業 8,260 7,400

下水道事業会計繰出金事業

75,387

公園緑地等維持管理事業 67,264 348 66,916

道路新設改良事業 147,953

都市計画一般管理事業 23 23

款 項 目 事　業 予算額

財源内訳
特定財源

一般財源国　県
支出金

地方債

1,470

款 項 目 事　業 予算額

財源内訳
特定財源

374,049

146,592

一般財源

一般財
源のう
ち地方
消費税

138,701

84,011

国民健康保険特別会計繰出金事業 262,568 32,925

394,588 20,539

116,936

31,152

一般財
源のう
ち地方
消費税その他

国　県
支出金

地方債 その他

115,976

成人保健健康診査事業 48,707 2,440 2,548 43,719

合　　計 657,156 136,515 520,641

介護保険特別会計繰出金事業

財源内訳
特定財源

一般財源国　県
支出金

地方債

9,78443,562

款 項 目 事　業 予算額

感染症まん延防止事業 140,171

合　　計 236,962 8,273

母子保健健康診査事業 48,084 4,363

20

一般財
源のう
ち都市
計画税その他

225,982 50,7552,707

159

9,819
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　９　東日本大震災からの復興等のための臨時増税の使途
　

○歳入
平成26年度決算額
平成27年度決算額　　　　
平成28年度決算額　　　　
平成29年度決算額　　　　
平成30年度決算額　　　　
令和元年度決算額　　　
令和２年度決算額　　　　
令和３年度当初予算額　　　　
令和４年度当初予算額　　　　
令和５年度の間の収入見込額
平成26～令和５年度の間の収入見込額

※　平成26年度から平成30年度までの決算額は、個人町民税均等割額を１人当たりの税率

　　3,500円で除して得た額に臨時増税500円を乗じて算出した数値です。

○歳出
緊急防災・減災事業のうち臨時増税を財源とした事業費
（表の特定財源のうち地方債及び一般財源の計）

（単位：千円）

役場庁舎耐震改修事業

合   計 248,906 57,037 154,776 36,664

25

429

73,132 73,100

230

167

32

25 デジタル同報無線整備事業 104,619 49,752 54,700

その他

23 消防救急デジタル無線整備事業 71,155 7,285 26,976 36,664

109,544千円 

155,205千円 

年度 事　業 事業費

財源内訳
特定財源

一般財源国　県
支出金

地方債

10,259千円 
10,439千円 
10,562千円 
10,726千円 

11,084千円 

11,428千円 

11,254千円 

10,931千円 

11,433千円 
11,428千円 

東日本大震災からの復興を図ることを目的として、全国的に、かつ、緊急に東郷町が
実施する防災のための施策に要する費用の財源とするため、臨時の措置として平成26年
度から令和５年度までの間、個人町民税の均等割を500円加算しています。
その財源を見込み、平成23年度から平成25年度までの間に増税に先行して実施した緊

急防災・減災事業は表のとおりであり、財源（見込）を上回る事業を実施していること
がわかります。
南海トラフ地震等の発生のおそれがある中で、救急体制や避難情報の伝達、防災拠点

の整備等を実施しました。

※１ 消防救急デジタル無線整備事業は、尾三消防組合で平成23年度予算を繰り越して平成
24年度に実施した事業で、その事業費を平成23年度の組合負担金の按分率で東郷町分を
算出した数値です。

※２ デジタル同報無線整備事業費及び役場庁舎耐震改修事業費は、平成25年度の決算額を
表示しています。
また、役場庁舎耐震改修事業の平成24年度分は、防災対策事業として実施したため

計上していません。
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子育て世代に優しく

高齢者に優しく

暮らしに優しく
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